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宇
治
税
務
署
の
確
定
申
告

会
場
は
、
２
月
16
日
（
金
）

か
ら
開
設
し
ま
す
。

※
土
・
日
・
祝
日
は
除
き
ま

す
が
、
２
月
25
日
（
日
）
に

限
り
開
設
。
ま
た
、
国
税
相

談
専
用
ダ
イ
ヤ
ル
は
２
月
18

日
（
日
）、
25
日
（
日
）
も

利
用
可
能
で
す
。

　

相
談
受
付
時
間
は
、
午
前

９
時
〜
午
後
４
時
。

　

た
だ
し
、
会
場
内
の
混
雑

緩
和
の
た
め
、
入
場
に
は
２

月
６
日
（
火
）
以
降
に
国
税

庁
公
式
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
に
よ
る
事

前
発
行
お
よ
び
当
日
会
場
で

発
行
す
る
「
入
場
整
理
券
」

が
必
要
で
す
。

　

な
お
、
整
理
券
の
配
付
状

況
に
応
じ
て
、
早
め
に
相
談

受
付
を
終
了
す
る
場
合
が
あ

り
ま
す
。

※
税
務
署
の
駐
車
場
は
身
障

者
用
駐
車
ス
ペ
ー
ス
を
除
き

利
用
で
き
ま
せ
ん
。
臨
時
駐

車
場
（
税
務
署
か
ら
西
へ
約

５
０
０
㍍
）
を
ご
利
用
く
だ

さ
い
。

※
原
則
、
会
場
で
は
ご
自
身

で
ス
マ
ホ
や
パ
ソ
コ
ン
操
作

を
お
願
い
し
て
い
ま
す
。

※
税
務
署
で
は
コ
ピ
ー
サ
ー

ビ
ス
を
行
っ
て
い
な
い
た

め
、控
え
が
必
要
な
場
合
は
、

事
前
に
コ
ピ
ー
を
お
願
い
し

ま
す
。

問国税相談専用ダイヤル（☎0570‒00‒5901）

確
定
申
告
書
の
作
成
上
の
注
意

❶
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
記
載
と
本
人
確
認
書

類
の
提
示
ま
た
は
写
し
の
添
付
が
必
要

　

確
定
申
告
書
に
は
、
申
告
者
本
人
の
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
の
記
載
と
本
人
確
認
書
類
の

提
示
、ま
た
は
写
し
の
添
付
が
必
要
で
す
。

　

配
偶
者
や
扶
養
親
族
、
事
業
専
従
者
に

つ
い
て
記
載
す
る
場
合
に
は
、
そ
れ
ら
の

人
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
記
載
が
必
要
（
書

類
添
付
は
不
要
）
で
す
。

❷
公
的
年
金
等
を
受
給
し
て
い
る
人
へ

　

公
的
年
金
等
の
収
入
金
額
が
４
０
０
万

円
以
下
、
か
つ
、
公
的
年
金
等
の
雑
所
得

以
外
の
所
得
金
額
が
20
万
円
以
下
の
場
合

は
、
所
得
税
お
よ
び
復
興
特
別
所
得
税
の

確
定
申
告
の
必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
還

付
を
受
け
る
人
は
確
定
申
告
が
必
要
で
す
。

※
所
得
税
お
よ
び
復
興
特
別
所
得
税
の
確

定
申
告
が
必
要
な
い
場
合
で
も
、
住
民
税

の
申
告
が
必
要
な
場
合
が
あ
り
ま
す
。
住

民
税
に
関
し
て
は
、
市
役
所
税
務
課
市
民

税
係
（
☎
９
８
３
・
１
１
１
３
）
ま
で
お

問
い
合
わ
せ
く
だ
さ
い
。

確定申告の受け付けが始まります ２
月
16
日（
金
）〜
３
月
15
日（
金
）
税
理
士
に
よ
る

申
告
相
談

▼
日
時　
２
月
13
日
（
火
）

・
14
日
（
水
）
午
前
９
時
30

分
〜
正
午
、
午
後
１
時
〜
４

時
（
受
付
は
午
前
９
時
〜
午

後
３
時
）

※
混
雑
状
況
に
よ
り
、
早
め

に
相
談
受
付
を
終
了
す
る
場

合
が
あ
り
ま
す
。

▼
場
所　
文
化
セ
ン
タ
ー
３

階※
相
続
税
、
贈
与
税
、
土
地

・
建
物
・
株
式
等
の
譲
渡
所

得
、
住
宅
ロ
ー
ン
控
除
（
初

年
度
）
等
の
相
談
不
可
。

※
来
場
の
際
は
、
ボ
ー
ル
ペ

ン
や
電
卓
な
ど
を
持
参
の
う

え
、
お
越
し
く
だ
さ
い
。

　

土
地
お
よ
び
家
屋
に
か
か
る

令
和
６
年
度
固
定
資
産
税
と
都

市
計
画
税
は
、
令
和
６
年
１
月

１
日
現
在
の
現
況
に
基
づ
き
、

令
和
６
年
１
月
１
日
現
在
の
所

有
者
に
課
税
さ
れ
ま
す
。

▼
令
和
６
年
１
月
１
日
以
前
に

家
屋
の
取
り
壊
し
や
床
面
積
の

増
減
が
あ
っ
た
場
合
は
、
速
や

　手続き　
　認定を受けて新築された住宅で
あることを証明する書類（認定通
知書）の写しを添えて、新築された
翌年の１月31日までに申請してくだ
さい。
※申請書にマイナンバーの記載が必
要となるため、マイナンバーと本人
確認ができる書類を提示（郵送の場
合は写しを添付）してください。

　認定長期優良住宅を新築した場
合、当該住宅の固定資産税額の２分
の１を減額します。
　減額の要件　
❶令和６年３月31日までに新築され
たもの
❷耐久性・安全性などの住宅性能が
一定基準を満たすものとして、京
都府知事の認定を受けたもの

❸併用住宅の場合は、居住部分の割
合が全体の床面積の２分の１以上
であること
❹床面積（併用住宅の場合は、居住
部分の床面積）が50㎡以上280㎡
以下であること
　減額の範囲（居住部分に限る）　

▼床面積が120㎡以下の場合
　当該住宅にかかる固定資産税額の

２分の１に相当する額

▼床面積が120㎡を超え
　280㎡以下の場合
　当該住宅にかかる固定資産税額の
120㎡相当分の２分の１に相当する
額
　減額期間　
　新築後５年間（３階建て以上の準
耐火構造および耐火構造住宅の場合
は、新築後７年間）

認定長期優良住宅の新築で固定資産税を減額

問税務課資産税係（☎983‒2480）

か
に
税
務
課
資
産
税
係
ま
で
連

絡
し
て
く
だ
さ
い
。

▼
令
和
６
年
１
月
２
日
以
降
に

家
屋
を
取
り
壊
し
た
場
合
や
土

地
や
家
屋
を
売
却
さ
れ
た
場
合

で
も
、
令
和
６
年
度
の
固
定
資

産
税
お
よ
び
都
市
計
画
税
は
、

１
月
１
日
現
在
の
所
有
者
に
課

税
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　

売
買
の
日
以
降
の
負
担
に
つ

い
て
は
、
先
に
当
事
者
間
で
決

め
て
お
い
て
く
だ
さ
い
。ま
た
、

所
有
権
移
転
登
記
は
お
早
め
に

済
ま
せ
て
く
だ
さ
い
。

固定資産税 １
月
１
日
の
現
況
に
よ
り
所
有
者
に
課
税

問
税
務
課
資
産
税
係
（
☎
９
８
３
・
２
４
８
０
）

　

国
民
健
康
保
険
料
（
第
８
期

分
）
の
納
期
限
は
令
和
６
年
１

月
31
日
（
水
）
で
す
。
納
期
限

ま
で
に
市
税
等
取
扱
金
融
機
関

や
コ
ン
ビ
ニ
、ス
マ
ホ
決
済（
Ｐ

ａ
ｙ
Ｐ
ａ
ｙ
、
Ｌ
Ｉ
Ｎ
Ｅ
Ｐ

ａ
ｙ
）、
市
役
所
で
納
付
を
お

願
い
し
ま
す
。

　

口
座
振
替
を
ご
希
望
の
人

は
、
引
き
落
と
し
を
希
望
す
る

月
の
前
月
15
日
ま
で
に
口
座
振

替
依
頼
書
を
市
税
等
取
扱
金
融

機
関
（
市
外
の
金
融
機
関
に
依

頼
書
が
な
い
場
合
あ
り
）
や
市

役
所
へ
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

※
ゆ
う
ち
ょ
銀
行
を
ご
利
用
の

場
合
は
、
直
接
ゆ
う
ち
ょ
銀
行

へ
お
申
し
込
み
く
だ
さ
い
。

※
納
期
限
ま
で
に
納
付
が
な
い

場
合
は
督
促
状
（
督
促
手
数
料

１
０
０
円
を
加
算
）を
送
付
し
、

京
都
府
と
京
都
市
を
除
く
府
内

25
市
町
村
で
組
織
す
る
広
域
連

合
「
京
都
地
方
税
機
構
」
に
徴

収
事
務
を
移
管
し
ま
す
。

※
国
民
健
康
保
険
料
を
口
座
振

替
ま
た
は
納
付
書
に
よ
り
納
入

の
人
全
員
に
、
所
得
税
ま
た
は

市
・
府
民
税
の
申
告
に
利
用
で

き
る
納
付
済
通
知
書
を
令
和
６

年
１
月
末
に
送
付
し
ま
す
。

問
京
都
地
方
税
機
構

　

業
務
課
償
却
資
産
担
当
（
☎
４
１
４
・
４
５
０
３
）

　

市
税
務
課
資
産
税
係
（
☎
９
８
３
・
２
４
８
０
）

問
市
税
に
関
す
る
こ
と
＝

　

税
務
課
市
民
税
係
（
☎
９
８
３
・
２
４
８
１
）、

　

国
民
健
康
保
険
料
に
関
す
る
こ
と
＝

　

国
保
医
療
課
国
保
年
金
係
（
☎
９
８
３
・
２
９
６
２
）

市税等の納付は
便利な口座振替の

ご利用を

　

償
却
資
産
（
事
業
用
資
産
）

と
は
、
土
地
・
家
屋
以
外
の
事

業
の
用
に
供
す
る
こ
と
が
で
き

る
有
形
固
定
資
産
で
、
構
築
物

や
機
械
お
よ
び
装
置
、
備
品
等

の
こ
と
を
い
い
ま
す
。

　

１
月
１
日
現
在
で
市
内
に
事

業
用
の
資
産
を
所
有
ま
た
は
市

内
の
事
業
所
に
償
却
資
産
を
賃

貸
し
て
い
る
個
人
ま
た
は
法
人

は
、
償
却
資
産
の
申
告
が
必
要

で
す
。
提
出
期
限
間
近
は
大
変

混
雑
し
ま
す
。
早
期
申
告
に
ご

協
力
を
お
願
い
し
ま
す
。

償
却
資
産
の
申
告
書
等
は
京
都
地
方
税
機
構
へ

提出期限は
令和６年１月31日（水）まで

都市計画税

▼
提
出
先　
現
在
、
提
出
先
が

京
都
地
方
税
機
構
に
変
わ
り
、

京
都
市
を
除
く
京
都
府
内
の
市

町
村
分
の
申
告
書
等
を
同
機
構

へ
一
括
で
提
出
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
（
郵
送
可
）。

　

た
だ
し
、
同
機
構
に
一
括
で

提
出
さ
れ
る
場
合
で
も
、
申
告

書
は
償
却
資
産
が
所
在
す
る
市

町
村
ご
と
に
分
け
て
作
成
し
て

く
だ
さ
い
。

※
前
年
度
に
申
告
さ
れ
た
人
に

は
、
同
機
構
か
ら
令
和
５
年
12

月
中
旬
以
降
に
申
告
案
内
ハ
ガ

キ
ま
た
は
申
告
書
な
ど
が
郵
送

さ
れ
て
い
ま
す
。

※
電
子
申
告
（
ｅ
Ｌ
Ｔ
Ａ
Ｘ
）

で
申
告
さ
れ
る
人
は
、
償
却
資

産
の
所
在
す
る
市
町
村
へ
提
出

し
て
く
だ
さ
い
。

※
償
却
資
産
申
告
書
な
ど
の
様

式
は
、
京
都
地
方
税
機
構
ま
た

は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
入
手

で
き
ま
す
。

令
和
５
年
分
の
確
定
申
告
期
間

　画面の案内に沿って入力すれば、税額などが自動計算され、
所得税の確定申告書や青色申告決算書などが簡単に作成でき、
その申告書等は、ｅ-Ｔａｘで提出できます。詳しくは国税庁の
ホームページから（右記のＱＲコードからアクセス可）。
※郵送で提出する場合は「大阪国税局業務センター阪神分室」（〒661‒
8521兵庫県尼崎市若王寺３-11-46）へ。

確定申告は自宅等のＰＣやスマホから作成できる

「確定申告書等作成コーナー」から
（国税庁ホームページ）


